
平成１９年度行政改革取組状況一覧

和光市



　この資料は、行政改革集中改革プラン（以下「プラン」という。）に掲げた各取組事項を中心とする市の行政改革について、平成１
９年度の取組状況、進捗状況等を取りまとめたものである。記載については、プランに掲げた取組事項の順に取りまとめ、それ以外の
取組みについて追加することとした。また、可能な限り効果額等の数値を示すよう努めた。

【表の見方】
　　各取組における「取組内容」、「実施年度」、「目標数値等」については、プランより転記したものである。当初の計画と
　　平成１９年度の取組状況を比較することで、各取組の実施状況を把握できるようにした。
　　「効果額」については、原則として平成１６年度を基準とし、平成１９年度における経費節減や歳入確保等による財政的な
　　効果額を生じた取組みについて、その金額を示している。
　　「平成２０年度取組内容」については、平成２０年度に実施を予定している内容(既に実施した内容を含む)を示している。
　　補助金の見直しにおける「見直しの方向性」、「補助金額」については、プランより転記したものである。また、差額は、
　　「補助金額（平成１７年度予算額）」と「現在の補助金額（年度中に見直しを行い補助金額に反映された場合は決算額、その
　　他は予算額）」の差である。
　
　
　
【参考：集中改革プラン取組事項の実施状況】
　取組事項数 110 100.0% 表記

うち、実施済の取組事項 33 30.0% 終了
うち、実施中の取組事項 25 22.7% ○
うち、一部実施、検討中の取組事項 51 46.4% △
うち、未検討の取組事項 1 0.9% ×

　※　一欄中「取組事項（担当課）」の欄に、「終了、○、△、×」により実施状況を示している。

　※　「実施済」には、再度の検討の結果、当初計画と異なる結論としたものを含む。



P1

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

事務・事業を見直すためのツールとしてさらに有効機能するよう随時改善し、計
画、予算、人事管理等と有機的に結びつけ、積極的に活用する。また、第三者評価
の導入も検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

後期基本計画に位置付けた５つの重点目標の達成度を評価（１次評価）するため、
庁内ワーキングチームを設置した。また、外部評価として、市民及び知識経験者等
で構成される施策推進会議において、市民参加で評価を行った。なお、行政評価結
果を参考とし、次年度以降の実施計画の査定を行い、活用を図った。

評価内容（項目）や評価者（職員）の
意識向上を図るとともに、実施計画や
予算編成への活用方法を検討し、更な
る充実を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

従来実施していた派遣事業を毎年実施するのではなく、平成１１年に姉妹都市の提
携をしているので節目の年である平成２１年に実施する。

　
効果額(４年間)
3,560千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成２１年度の市民海外派遣事業実施に向け、国際化推進懇話会で検討した。
引き続き、平成２１年度の実施に向け
検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

広報わこうの月２回発行に伴い、企画・編集作業の迅速化・効率化を図るため、広
報編集体制の見直しを検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

広報わこうの発行を１０月から月１回に改めた。また、企画・編集作業の効率を向
上させるため、広報編集を業者に委託し、紙面等の内容充実を図った。

紙面の内容を充実させ、市民に愛読さ
れる広報紙作成を目指し、企画・編集
の効率向上を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

契約内容、契約方法などの見直しを図り、委託料等の軽減を図る。
　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

契約内容及び方法等を見直し、経費節減を図った。なお、昇降機設備の安全管理を
優先した結果、委託料が一部増加した。

契約内容・方法を見直すとともに、庁
舎維持管理上必要な保全を行い、保全
と支出のバランスを考えつつ、経費削
減を目指す。

平成１９年度行政改革取組状況一覧

1

行政評価システム
の改善及び活用推
進
【政策課】
【○】

実施年度／効果額

【効果額】

１　行政評価による事務事業の見直し

【目標数値等】
【実施年度】

【取組内容】

【目標数値等】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【目標数値等】

2

国際交流事業の見
直し
【人権文化課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【効果額】

８９０千円

【効果額】

3

広報編集体制の見
直し
【市政情報課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

市庁舎管理経費の
節減
【総務課】
【○】

4

【効果額】

検証・実施

検討（実施）

実　　施

検討（実施）



P2

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

利用状況を勘案し、費用対効果の視点から、保養施設の見直しを行う。 検討 効果額(４年間)　25,200千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度からの見直しを継続するとともに、夏季保養施設の見直しを行った。
砥上屋との契約を終了し、新たに佐久ホテルと契約を行った。

通年施設「ウェルネスの森那須」との
契約の継続を見送る。夏季・冬季の保
養施設の見直しを行う。

H17 H18 H19 H20 H21

平成１７年度にアンケート調査を実施した。今後、松ノ木島区画整理組合元組合
員・周辺住民等の意見聴取を実施し、センター設置のあり方や機能の見直しを行
う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年５月の総合体育館オープン後、利用者の動向は前年度対比９１％であ
り、影響は少なくリピーターが多いことが確認できた。勤労者を中心とした市民の
健康増進施設として役割を果たしているため、用途変更等は行わず、引き続き運営
を継続していくこととした。

指定管理者制度を活用した効率的な委
託運営を検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

和光市商工会との連携の強化を図ることで、市内商業や商店街の活性化、中小企業
施策の普及を目指す。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

新産業の創出と育成を目的としたインキュベーションプラザが平成２０年１月に竣
工し、１７社の入居が決まり家賃補助を開始した。また、インキュベーションマ
ネージャーを商工会を通して派遣し、プラザ入居企業及び市内事業者への支援を開
始した。

理化学研究所、プラザ及び市内事業者
間の技術や情報の交換を活発に行い、
連携を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

ポイ捨てのゴミの中でもポイ捨てタバコが圧倒的に多いため、今後、路上喫煙防止
条例施行に合わせて喫煙マナーの向上を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に制定した路上喫煙防止条例に基づき、喫煙マナーの向上及び環境美
化を推進した。また、美化推進員の延べ活動人数について、年間６６０人を６００
人とすることを目標として取組んでいる。

引き続き、キャンペーン等啓発活動に
より、喫煙マナーの向上及び環境美化
を推進する。

　

 

実施年度／効果額

5

市民保養施設、事
業の見直し
【市民活動推進
課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

６，７６３千円

6

勤労福祉センター
施設機能の見直し
【産業支援課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7
商工業振興の充実
【産業支援課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

１８６千円

8

環境美化に関する
市民活動の推進
（美化推進員制
度）
【環境課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

実施（検証）

検　討 実施

実施（検証）

検討（実施）



P3

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

介護保険法の改正により小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの事業を
実施する。

　
　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

再編整備された機能を発揮しながら、地域密着型サービス事業を実施し、センター
の登録者数増加を目指すとともに、北エリアの要介護認定者数を446人（平成19年4
月1日現在）から434人（平成20年4月1日現在）へと逓減させた。

引き続き、より多くの地域住民に利用
されるよう事業を実施し、北エリアの
要介護認定者数の減少を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

駅周辺の生活環境・美観風致の維持と交通安全対策の推進のため自転車の撤去、保
管による返還手数料及び駐車場利用の利便推進のため使用料等の見直しを行う。

検討 効果額(３年間)　5,700千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

自転車駐輪場使用料の見直しを検討した。また、放置自転車の撤去を行う共に、放
置防止のＰＲを行った。

使用料改正の準備を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

各公共施設を運営する独自の交通運行を市内循環バスとの整合を図り、総合的運行
システムとして交通弱者への交通移動の利用の利便性の向上と効率化を目指し、日
常生活の支援を目的に運行経路、運行経費の見直しを検討する。

バス利用者２割増（26,000人）

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

特になし。
運行経路及び運行時間の見直しを検討
する。

その他 　

取組事項（担当課） 効果額

 
実施年度／効果額

9

老人福祉センター
施設機能の見直し
【長寿あんしん
課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

放置自転車防止対
策の見直し
【道路安全課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

11

市内循環バスの見
直し
【道路安全課】
【×】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１９年度取組状況

事務事業の見直し
【環境課】

環境調査の結果について、速やかに広報やホームページに掲載し、市民に公表するよう努めた。 　13

12
事務事業の見直し
【人権文化課】

平和事業と男女共同参画フォーラムとの融合を図ると同時に、（財）和光市文化振興公社との共催事業とす
ることでコスト面での縮減を図った。

２８７千円

検討 実　　施

実　施

検討（実施）



P4

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21
平成１７年度に庁内検討委員会を設置し、平成１８年度に市民との協働指針を策定
するための市民を含めた組織を設置し、その指針を定める。また、既存の施設を利
用した拠点についても併せて検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に引き続き、協働指針策定検討会を７回開催した。なお、８月には、
これまでの経過について報告会を開催し、「協働指針」を策定した。
また、（仮称）市民協働センター設置準備会及びＮＰＯ拠点分科会において、既存
の施設を利用した拠点整備について検討した。

市民協働推進センターを開所する。ま
た、市民活動支援サイトを開始する。

H17 H18 H19 H20 H21

市民参加推進会議において市民参加の推進について検証するとともに、新たに庁内
で推進会議を設置し検証する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度までに作成した評価シートを基に、「平成１９年度市民参加実施予
定」及び「平成１８年度市民参加実施状況」などについて、市民参加の状況等の検
証を行った。なお、平成１８年度において、新たな庁内組織は設置しないこととし
た。

引き続き、市民参加推進会議ととも
に、効率的な市民参加の推進方法とそ
の検証方法を検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

防災訓練、防災講演会等を開催し、市民の防災意識の向上及び防災体制の整備を図
る。

 

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

新潟県十日町市職員・市民を招き、体験談を基にした防災講演会を開催した。ま
た、自主防災組織へ補助金を交付し、自主的な防災活動の促進や防災訓練の支援を
行い、防災意識の向上を図った。

防災訓練・防災講演会の開催、自主防
災組織に対する補助金の交付を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

和光市防犯計画に基づき、市及び関係機関、市民団体等による（仮称）防犯推進協
議会を設置し、市民と行政が一体となった防犯施策の推進を図る。

計画
策定

 

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１７年度に策定した計画に基づき、防犯推進連絡会議を２回（５月、１０月）
開催した。また、地域の防犯リーダー育成のための「防犯リーダー養成講座」を開
催し、２６名に修了証を交付した。また、青色防犯パトロールカーを導入し、パト
ロールを強化した。

引き続き、計画に基づいた取組みを推
進する。また、パトロールについて
も、手法を改善しながら継続する。

２　市民との協働の推進

実施年度／効果額

1

市民と行政との協
働システムの構築
（アダプトシステ
ムの推進を含
む。）
【市民活動推進
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

市政への効率的な
市民参加の推進
【政策課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

防災に対する市民
と行政との協働体
制の推進
【くらし安全課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】4

防犯に対する市民
と行政との協働体
制の推進
【くらし安全課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

検討（実施）

検証（実施）

実　　　施

実　施



P5

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

アダプトシステムを導入することにより、地元に根付いた団体が運営に携わること
で、地域住民の意見が反映された管理運営を目指す。

コミセン　　　４館
地域センター　４センター

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

コミュニティセンターについて、まつり実行委員・利用者・近隣自治会等からの参
加者による管理協力委員会を立ち上げ、協働型委託に向けた検討・準備を行った。

コミニティセンター４館について、協
働型委託による管理運営を開始する。

H17 H18 H19 H20 H21

市民管理協定制度（埼玉県新規事業）及び和光市アダプト制度（市民との協働によ
る緑地保全を目的にしたもの）を活用するとともに、市民団体への支援について、
具体的な施策を推進する。

　 対象地域 5地域

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

市民管理協定制度（埼玉県事業）及び和光市アダプト制度（市民との協働による緑
地保全を目的にしたもの）を活用するとともに、市民団体への支援を行った。
（対象地域　５地域）

市民管理協定制度及び協働型委託制
度・アダプト制度を活用しながら、引
き続き市民団体への支援を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

環境美化ボランティアへの支援を推進し、ボランティア団体登録数の増加を目指
す。

検討 登録団体数　８団体→12団体

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

環境美化ボランティアへの支援を行った。
（登録団体　１１団体）

環境美化ボランティアへの支援を推進
し、ボランティア団体登録数の増加を
目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

地域の公園管理にアダプトシステムを導入することにより、住民の意見を反映させ
た管理運営を目指す。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

応募者がいないため、実施することができなかった。 引き続き、検討する。

 

実施年度／効果額

5

コミュニティセン
ター・地域セン
ター管理における
アダプトシステム
の導入検討及び推
進
【市民活動推進
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

環境美化に関する
市民活動の推進
（市民管理協定制
度）
【環境課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

環境美化に関する
市民活動の推進
（環境美化ボラン
ティア制度）
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】
8

公園管理における
アダプトシステム
の導入検討及び推
進
【都市整備課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

検討(実施)

実　施

実　施

実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民と協働のまちづくりに向け、道路清掃等（道路サポート）のアダプトシステム
を導入する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

道路管理におけるアダプトシステムを導入するため、調査・検討を行った。
引き続き、導入のための調査・検討を
行っていく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校から積極的に情報を発信するとともに、学校評議員制度及び外部からの学校評
価の充実を図り、地域や保護者の声を学校運営に活かしていく。また、地域の教育
力を授業に取り入れたり、学校の施設、設備を開放し、地域に開かれた学校となる
ように努める。

全校(11校)実施

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

ホームページや学校便りで情報を発信するとともに、学校評議員並びに保護者等の
学校評価又はアンケートにより、様々な声を学校運営等に反映させている。また、
生活科や総合的な学習の時間において、地域の方などをゲストティーチャーとして
招き、生きた教材を提供してもらい、地域と学校との連携を図っている。

引き続き、平成１９年度と同様の取組
みを実施していく。

H17 H18 H19 H20 H21

文化的価値のある古民家を維持するため、市民主体の文化活動の場とする。 検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

新倉ふるさと民家園（文化的価値のある古民家を含む）について、市民団体に管理
運営に係る業務を委託し、協働の推進に取組んだ。市民団体とは、月に一度の連絡
調整会議を開催し、調整を行った。

平成１９年度同様に、引き続き、市民
団体に新倉ふるさと民家園の管理運営
業務を委託する。

　 　

 

実施年度／効果額

9

道路管理における
アダプトシステム
の導入の推進
【道路安全課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

地域に根ざした学
校教育の推進
【学校教育課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

11

市民参加型行政ボ
ランティア活動の
推進
【生涯学習課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

検討・実施

実　施　（検証）

実　　　施
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その他

取組事項（担当課） 効果額平成１９年度取組状況

14
公共的団体の自立
支援
【環境課】

「環境づくり市民会議」の運営を補助しつつ、基礎体制の整備を進めた。

12
協働の推進
【人権文化課】

文化や国際などの分野において、市民や市民団体との協働は欠かせないものと考え、企画から運営まで協働
による「さいたま芸術文化際」を開催した。また、白子コミュニティセンターの運営を市民文化団体と協働
により行うことについて協議を重ねた。

13
協働の推進
【環境課】

県の水辺の里親制度を活用し、河川環境の保全に取組む市民団体の活動支援を行った。
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民相談、特に苦情に対する初期対応を誤りのないものにするため、専門家を含め
た体制を整備しニーズに対応する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に行政苦情等調停委員会を設置した。
７月より、相談、苦情、広聴を一括し
て所管する「市民相談室」を設置し、
体制の整備を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

責任と権限を明らかにした、市民にわかりやすい簡素で効率的な行政組織の構築を
目指し、組織を定期的に検証し、必要に応じた組織設置や廃止を随時行う。

検討 実施

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年４月、１０月及び平成１９年４月に実施した組織改正について、７月に
検証を行った。また、８月には現行組織における課題等を抽出した。これらの資料
をもとに、組織検討調整会議等を開催し、今後の組織についての検討を行った。

４月には、医療制度改革に伴う保健福
祉部を中心とした組織改正を、７月に
は、市民相談室、市民活動推進課、産
業支援課を新たに設置する組織改正を
実施した。

H17 H18 H19 H20 H21

法律の改正に伴い、行政運営における公正の確保と、透明性の向上を図るために、
行政手続条例の一部を改正する。

改正

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年度に全庁的な行政手続制度の再整備を実施することとし、方法や内容等
の検討を行った。

処分・不利益処分の洗い出し、審査基
準・処分基準の個票作成及び職員を対
象とした研修会を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

庁内横断的な会議や検討委員会などの組織において、開催に係るコストを強く認識
し、会議（組織）のあり方や会議の開催数、構成メンバー等について見直しを行
い、その効率化及び内容の充実を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に引き続き、課長会議の構成メンバーの効率化を図り、会議を開催し
た。

引き続き、効率化を念頭においた会議
を開催していく。

３　地方新時代に対応した行政組織運営

実施年度／効果額

1

行政に対する総合
苦情処理相談体制
の整備
【市民相談室】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

行政組織、機構の
見直し
【政策課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3
行政手続の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】
4

庁内横断的会議
（組織）の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

検討・実施

検証（実施）

実　　施

検討 実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

様々な市の事業を実施している各部局の予算における裁量を増やし、重点事業への
予算配分が可能な部局別包括予算制度を導入する。

一部
導入

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年度は、前倒しして実施した前年度の試行導入（議会費及び教育費）を検
証し、若干の修正を行った上で、全ての予算科目を対象に本格導入した。また、行
財政運営の効率化を目的として、予算執行に係る権限の一部を各部局に委譲するた
め、予算事務規則の一部改正を行った。

予算編成について、行政評価の結果を
踏まえ、予算配分の積算手法について
改良を行い、引き続き実施していく。

H17 H18 H19 H20 H21

取扱業務の拡充、開業日・時間、出張所統廃合等について見直しを行う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

市内における公共施設の適正配置を考慮し、吹上出張所の業務を縮小し、坂下公民
館内に坂下出張所を開設することで市民の利便性の向上を図ることとした。

４月に出張所開設の周知を行い、５月
から開設した。

H17 H18 H19 H20 H21

相談時間が不足している法律相談の実施回数を増やし、相談窓口の充実を図る。 実施回数　月４回→６回

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１７年度に相談回数を見直し、相談を充実させた。また、雇用情勢の不安定さ
に対応し、労働相談を独立させた。また、成年後見人相談を開始し、臨時年金相談
を開催した。

７月より、相談、苦情、広聴を一括し
て所管する「市民相談室」を設置し、
体制の整備を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

教育方針、目的を明確にし、教育内容の多様化に対応した市民にわかりやすい組織
づくりを目指し、組織の見直しを図り、組織の設置や削減に努める。

検討 実施

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

教育内容の多様化に対応した市民にわかりやすい組織づくりを目指し、平成１８年
度に、青少年事業、生涯スポーツ振興事業を市長部局に移管した。また、平成１９
年度には、保育クラブに関する事務を市長部局より受け入れ、生涯学習課の所管と
した。

これまで見直したの内容について、継
続実施していく。

 
実施年度／効果額

5

予算編成事務の改
革
【財政課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

出張所機能の見直
し
【戸籍住民課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

市民総合相談窓口
の充実
【市民相談室】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

【目標数値等】

【効果額】
8

教育委員会事務局
組織機構の見直し
【教育総務課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

実　施

検討 実　施

実　　　　施

検証（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

農業委員会法の改正に伴い、農業委員会の必置基準面積が引き上げられたことに伴
い、委員会の廃止を含め、委員定数の見直しを検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

検討の結果、委員会の廃止については、必要性等を考慮し存続することとした。ま
た、委員定数の見直しについては、選任委員を平成２０年度から削減することと
し、公選委員の見直しについては引き続き検討していくこととした。

平成２０年７月に行われる委員改選時
において、選任委員である議会推薦委
員定数を２名削減する。なお、公選委
員については、引き続き検討してい
く。

その他 　

取組事項（担当課） 効果額

 

実施年度／効果額

9

農業委員会の見直
し検討
【農業委員会】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１９年度取組状況

10
組織運営
【下水道課】

下水道事業について、公営企業法適用の先進市である鴻巣市を視察するとともに、公営企業法適用基本調査
及び基本計画について、実施計画上に位置付けた。

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

市民参加の手法を用いながら、総合振興計画の推進をチェックする仕組みを作り、
市の施策の透明度を高める。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

施策推進プログラムを推進する中で、総合振興計画の達成度を市民参加で検証する
ため、市民及び知識経験者等で構成される施策推進会議を開催した。また、市民
ニーズを把握するため、市民意識調査や公共的団体等との意見交換会を実施した。

引き続き、施策推進プログラムの運用
を充実し、透明性の高い行政運営を目
指す。

H17 H18 H19 H20 H21

各事業の行政評価の結果と実施計画を踏まえ、効率化・重点化に努め、メリハリを
つけた予算編成を行う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

包括予算制度の導入とあいまって、重点施策に対する予算編成における審議を充実
させた。

引き続き、実施計画、行政評価と包括
予算との連携を緊密にし、平成２１年
度予算編成に向けて一層の改善を図っ
ていく。

H17 H18 H19 H20 H21

長・中期的な視点から、健全な財政運営を行うための財政計画を策定する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成２０年３月から、行政改革集中改革プランにおける財政推計についての見直し
に着手した。

財政の将来推計を完成させ、集中改革
プランの見直しについて、政策課と調
整を行う。

H17 H18 H19 H20 H21
今後国県の動向を見極めながら、朝霞市との広域化計画の具体的協議を進め、多額
な財政負担が発生することから将来にわたる財源確保と計画的な財政運営を図るた
め基金を設置する。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成２０年３月に第２次埼玉県ごみ処理広域化計画が示され、朝霞市と２市で検討
していくことが決定した。

清掃センター建設について、朝霞市と
協議を行う。

４　計画的行政運営の推進

実施年度／効果額

1

総合振興計画に基
づく施策等の達成
度を評価する制度
の確立
【政策課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

健全な財政運営の
推進（財政運営基
本方針の策定及び
推進）
【財政課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

長・中期財政計画
の策定
【財政課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】
4

清掃センター建て
替えに係る基金の
設置
【資源リサイクル
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

実　　施

実　　施

実　　　施

実　　施



P12

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

文部科学省・厚生労働省検討会議の動向を踏まえて、「ひろさわ保育園」の建て替
えを中心として、幼稚園機能を合わせた施設整備を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

用地確保に向けた関東財務局との協議を行うとともに、認定こども園開発手法の検
討を行った。

引き続き、関東財務局との協議及び開
発手法を検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

中長期計画の実施に伴う道路評価の実施及び実施計画を策定する。また、自動車・
自転車・交通弱者等の通行の安全性、効率性向上のため、道路整備基本計画に基づ
き体系的に事業実施の推進を図る。

計画
策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年に道路整備計画を策定した。
道路整備計画の優先順位に基づき、道
路整備を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

周辺地域の土地利用状況の実態を考慮し、効率的な水路機能の確保と整備推進を図
る。

検討
計画
策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年に水路整備計画を策定した。
水路整備計画に基づき、水路整備を行
う。

H17 H18 H19 H20 H21

現状分析とともに整備手法及び部分的な施行も視野に入れた計画の見直しを行う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

早期事業化への取組みとして、緊急性、必要性、整備効果の観点から地区を縮小し
優先施行区域を設定している。事業認可に向け、県や関係機関と協議を行い、事業
計画書を作成した。この事業計画所について、利害関係者に対し説明会の開催、縦
覧を行った。

事業認可取得とともに、審議会の設置
等実施業務に取組む。

 
実施年度／効果額

5

幼稚園・保育園一
元化施設の設置検
討
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

道路整備計画の策
定及び推進
【道路安全課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

水路整備計画の策
定及び推進
【道路安全課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】
8

駅北口地区に係る
区画整理事業計画
の見直し及び推進
【駅北口区画整理
事業事務所】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

検討（実施）

実　施

実施

検　討 実施



P13

取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

校舎、体育館の耐震補強工事を順次実施する。 工事施設数　１３施設

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

第三小、第五小の体育館について、耐震補強工事を実施した。
第四小の体育館について、耐震補強工
事設計業務を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

新倉小、第三小、第五小、大和中の増改築工事を順次実施する。 検討 工事対象校数　４校

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

新倉小、第三小の増改築工事を実施した。 大和中の増改築工事を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

地域の実情や地域的な条件、通学路の安全などを踏まえ、既設学校の校舎増築で対
応できない場合、適切な場所での新設を検討する。

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

地域の実情や地域的な条件、通学路の安全などを踏まえ、既設学校の校舎増築で対
応している。

地域の実情や地域的な条件、通学路の
安全などを踏まえ、既設学校の校舎増
築で対応していく。

H17 H18 H19 H20 H21

１０年間で達成すべき政策目標を設定し、これを実現するための施策を具体的に示
す。

実施

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

県及び他市の取組みについて情報を収集した。
振興計画策定委員会等の研究を行い、
準備を進める。

【実施年度】

 
実施年度／効果額

9

学校施設の計画的
耐震補強の推進
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

11

小・中学校新設の
検討
【教育総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

10

児童・生徒の増加
に伴う校舎等の増
改築事業の推進
【教育総務課】
【△】

【取組内容】

【目標数値等】

【効果額】

12

スポーツ振興計画
の策定
【スポーツ青少年
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

実　　　施

実　施

検討（実施）

検討・策定



P14　
その他 　

取組事項（担当課） 効果額

14
計画的行政運営
【下水道課】

下水道事業における公営企業金融公庫からの借入金の繰上償還を行うとともに、経営課題を掲げた公営企業
健全化計画を策定した。

15
計画的行政運営
【業務課】

水道事業について、平成２０年度から平成２２年度までを計画期間とする中期経営計画を策定した。

市民文化センターにおける音響設備の更新について、本来単年度工事として実施する予定であったものを
リースとして実施することで、予算の平準化を図った。

13
計画的行政運営
【人権文化課】

平成１９年度取組状況
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

受益者負担の原則に基づき、受益と負担の公平性を確保するための基準を策定し、
これに基づき見直しを行い、適正化を推進する。なお、各種証明書の交付、固定資
産税台帳の閲覧、公図の写しの交付、住民票補助簿の閲覧などの手数料について
は、平成１８年度に改定する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

行政改革推進委員会や推進本部により使用料見直しについての検討を行い、９月に
「使用料見直しに関する基本方針（案）」を作成し、パブリック・コメントによる
意見募集、意見交換会、施設説明会を実施した。これらの市民意見を受け、最終的
な基本方針の策定を検討した。

使用料見直しに関する基本方針を策定
する。また、この基本方針に基づいた
関係条例等を改正し、平成２１年４月
からの改正を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

ゴミ有料化については、和光市廃棄物減量等推進審議会においてごみ減量の有効な
一手段として導入の是非及び方向性について検討する。

(実施) 減量率２５％

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

第四次一般廃棄物処理基本計画に従って、ごみ有料化について引き続き検討を行っ
た。

審議会とは別に、レジ袋有料化につい
ての意識調査などを行い、検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

高齢者の増加、予防重視型システムへの転換による新予防給付の創設、地域支援事
業の創設などサービスの種類ごとの事業量推計に基づき、適正な保険料を算出す
る。

　
検証 　

検証

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

高齢者人口伸び率が１．０５ポイントとなっている中で、介護予防事業や地域支援
事業などの効果により、市内全体の要介護認定者数を逓減させた（年度当初認定者
数 1,072人、年度末認定者数 1,015人　伸び率 ０．９５ポイント）。

引き続き、介護予防事業や地域支援事
業により、被保険者の状態の維持・改
善を目指し、給付費の抑制を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

国が公表した「医療制度構造改革」では、保険料賦課、患者負担額の見直しなど、
平成１８年度から平成２０年度に国保制度が大きく変化するため、これらの状況を
踏まえ、見直しを検討する。

　

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

「医療制度構造改革」に伴う激変緩和を図るため、平成２０年度の国民健康保険税
の減免・軽減の条例等の整備を行った。

国民健康保険税の減免・軽減につい
て、周知徹底を図る。

５　受益者負担・給付事業等の見直し

実施年度／効果額

1

使用料、手数料等
の見直し
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

９，６４１千円（手数料関係）

2

家庭系一般廃棄物
有料化の検討
【資源リサイクル
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

介護保険料の見直
し
【長寿あんしん
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

4

国民健康保険税の
見直し
【健康支援課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

検討・実施

検　　討

実　　施
実施

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

「医療制度構造改革」に伴い、現行の老人保険制度が平成２０年度に廃止となるこ
とから、国や県などの状況を踏まえながら見直しを行う。

　 実施

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

「医療制度構造改革」に伴い、平成１９年度をもって事業を廃止する。これによ
り、７０歳前低所得者の医療費負担軽減は終了し、平成２０年度からの市負担はな
くなる。

H17 H18 H19 H20 H21

基本健康診査（個別・集団）及び各種がん検診において、適正な受益者負担につい
て検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度からの介護予防事業の導入に伴い、平成１８年度及び１９年度と特定
高齢者の把握事業を中心に行われたことから、受診者からの費用徴収は実施しな
かった。また、平成２０年度からは医療制度改革に伴う特定検診が導入されること
から、費用の徴収については実施を見合わせ、調査検討にとどめた。

医療制度改革に伴う特定健診が導入さ
れたことにより、今後の法律、国・県
等の対応を注視し、検討を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

供用開始以来据え置きの使用料が処理原価と乖離しているため、その適正化につい
て、調査・検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

中期経営計画を策定と下水道使用料の見直しについて、実施計画上に位置付け、検
討を行った。

計画の策定と使用料改正について業務
委託を行い、検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校体育施設、公民館利用者に対する受益者負担のあり方について、見直しを検討
する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

公民館について、負担のあり方等を基本方針（案）としてまとめ、パブリック・コ
メント、説明会等を開催し、見直しを検討した。また、学校体育施設については、
施設利用者からの意見を収集した。

使用料見直しによる条例等を整備する
とともに、市民への周知を行う。

 

実施年度／効果額

5

老人医療費の支給
制度の見直し
【健康支援課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

検診事業等におけ
る受益者負担適正
化の検討
【健康支援課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

下水道使用料の見
直し検討
【下水道課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

8

社会教育施設にお
ける受益者負担の
見直し
【スポーツ青少年
課・生涯学習課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

検討（実施）

検　討

検討（実施）

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

既に見直し対象として方向性を設定した補助金については、徹底的な見直しにより
大幅な総額削減に努める。新たな補助金については、サンセット方式を導入し、終
期を明確にした上で設定することを原則とする。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

補助金の見直し状況については、別添のとおり
引き続き、該当する補助金について
は、その方向性に基づいた見直しを図
る。

H17 H18 H19 H20 H21

基本構想策定により認定農業者への助成充実を図る必要があり、今後の動向、実情
に合わせて検討する。

　

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想を策定し、本市に
おける認定農業者の指針を明確にした。近代化資金利子補給制度は、認定農業者に
低利による政策資金を融通する制度であり、大きな支援策となることから、当該制
度の周知ＰＲに努めた。

農業支援関係団体と連携して、農業の
担い手への相談体制の一元化を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

補助対象から犬を除外し、飼い主の責任を明確にするため、飼い猫に対する補助を
平成１８年度が終期となる見直しを実施する。また、捨て猫については補助対象と
するために平成１９年度に見直しを実施する。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度より、去勢・不妊手術費補助金については、猫のみを対象として実施
している。

野良猫等について、補助対象とするた
めに見直しを実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

補助の交付要件を見直し、利用件数の増大を図る。 検討 利用件数　　年８件→１６件

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度から交付要件を見直し、広報わこう、ホームページで制度を周知し
た。

制度の周知方法について、広報の他に
電光掲示板等も利用することで周知に
努め、利用件数の増大を図る。

【目標数値等】

【効果額】

　

1

補助金の見直し
【政策課・関係各
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【実施年度】
【目標数値等】

【目標数値等】

【効果額】

3

犬猫の去勢・不妊
手術補助金の見直
し
【環境課】
【△】

【取組内容】

2

近代化資金利子補
給制度の充実
【産業支援課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

６　補助金の適正化

実施年度／効果額

【効果額】

１００千円

【目標数値等】

【効果額】
4

生垣設置補助金の
見直し
【環境課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

検討（実施）

随時実施（検証）

実　施

実　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

和光市環境基本計画実施計画に位置づけられている（仮称）地域全体の総合的な保
全計画の研究、検討を通して、緑地・樹木等の保護の仕組みについて見直しを行
う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

緑地保全計画を平成２０年度に策定することとしたため、この計画の策定と合わせ
た補助金の見直しを行うこととした。

緑地保全計画の研究、検討を通して、
緑地・樹木等の保護の仕組みについて
見直しを行う。

H17 H18 H19 H20 H21

組織運営の合理化に向けて、社会福祉協議会への補助金の見直しを検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

社会福祉協議会が自立して効率的な運営ができるよう、平成２０年度から平成２４
年度までの５年間の期間を設けて、(1)自主事業・指定管理業務等の再構築、(２)職
員の意識改革、(3)コスト削減、(4)自主財源の確保の強化について市と覚書を交わ
し、改善に取り組むこととした。

引き続き、経費節減に向け、継続的に
協議していく。

H17 H18 H19 H20 H21

市単独事業の和光市幼稚園児保護者補助金のうち、入園料補助金について県内の状
況を踏まえ見直しを行う。

　
補助金額　５０％程度減額
効果額(３年間)　14,193千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

当市は、都心に近く交通の利便性が高いことから若い世代も多く、子育て支援を積
極的に進めるべき状況から、現状の補助金額を維持していく方向性を平成１８年度
に定めた。

引き続き、現行の補助金額を継続す
る。

H17 H18 H19 H20 H21

幼稚園、保育園一元化施設の設置に伴い、幼稚園補助金制度について見直しを行
う。

実施

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

当市は、都心に近く交通の利便性が高いことから若い世代も多く、子育て支援を積
極的に進めるべき状況から、現状の補助制度を維持していく方向性を平成１８年度
に定めた。

引き続き、現行の補助制度を継続す
る。

【目標数値等】

7

【効果額】
5

6

【実施年度】
【目標数値等】

【効果額】

【実施年度】
【目標数値等】

 

実施年度／効果額

社会福祉協議会補
助金の見直し
【社会福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【効果額】

保存樹木補助金の
見直し
【環境課】
【△】

【取組内容】

幼稚園補助金の見
直し（補助金額の
見直し）
【教育総務課】
【終了】

【取組内容】

【目標数値等】

【効果額】
8

幼稚園補助金の見
直し（補助金制度
の見直し）
【教育総務課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

検討（実施）

検　討 実　施

検　討

実施検討
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

この事業により各学校における備品等も充実してきたため、補助金額を段階的に引
き下げる。今後は、それらの活用を含め内容の充実に努める。

検討
１校2,000千円→1,000千円
効果額(４年間)  33,000千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

１校あたり補助金額を１５０万円から１２０万円に減額した。
今年度は１００万円に減額し、これま
での事業の継続、発展を図るととも
に、今後はソフト面での充実を図る。

実施年度／効果額

9

特色ある学校づく
り事業の見直し
【学校教育課】
【△】

 

【目標数値等】

【効果額】

８，８００千円

【取組内容】
【実施年度】

段階的実施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21
窓口サービスの充実を図るため、ワンストップサービスを２段階で導入する。第１
次は、転出入に伴う各種申請・受付業務を導入し、主にソフト面を充実する。第２
次は、１次導入の見直し及び部課所の配置替えを含め大規模なハード面の改修を実
施する。

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

これまでの検討結果に基づき、平成１８年１０月よりワンストップ・ワンフロアー
サービスを導入している。また、窓口サービスの向上について検討した結果、以前
より市民要望の多い転出入に係る手続きについて、平成２０年１月から毎月第３土
曜日の休日開庁（午前８時３０分～正午）を実施した。

組織改正により、国保税の賦課に関す
る事務が２階の課税課の所掌事務に変
更となった。これまでの導入について
検証を行い、今後の課題等を引き続き
検討していく。

H17 H18 H19 H20 H21

市民サービスの向上及び業務の効率化を図るため、スポーツ施設等の公共施設を対
象とした予約システムを導入する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年３月から利用者登録を開始し、４月から予約（抽選を含む）受付を開始
した。平成２０年３月末で１，１５１団体が登録を行い、平成１９年度中に２３，
４８１件の申込みに利用された。

対象施設、サービスの拡充を検討し、
より利便性を高めていく。

H17 H18 H19 H20 H21

文書管理システムについて、業務の効率化を目指し、県内市町村で共同のシステム
を構築する。また、ホームページに地図情報を掲載することによる市民の利便性の
向上及び地理情報システム（ＧＩＳ）による業務の効率化を検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

文書管理システムの導入については、導入を検討している県内市町村で構成する文
書管理システム専門部会での導入研究を行った。なお、市民向けのホームページで
の地図による施設情報提供については平成１９年４月から行っており、携帯電話か
らの閲覧も可能となっている。

引き続き、文書管理システム導入に向
けて専門部会に参加し、様々な方式に
よるシステム導入の検討を行ってい
く。

H17 H18 H19 H20 H21

Ｅメール、市長への手紙、市政対話集会が主な広聴活動となっているが、市民参加
条例の施行に伴い、更なる市民の声を行政に反映させるための体制を検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

Ｅメールでの問合せ、市長への提言や要望等の市民の声に迅速に対応するべく、各
課との調整を図った。

Ｅメール、市長への提言、要望の迅速
な対応に努める。また、市政対話集会
の実施について検討を行う。７月に
は、相談、苦情、広聴を一括して所管
する「市民相談室」を設置し、体制の
整備を図る。

実施年度／効果額

1

窓口ワンストップ
サービスの導入
【政策課・戸籍住
民課・関係各課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

７　事務・事業の見直し（その他）

【目標数値等】

【効果額】

2

公共施設予約シス
テムの導入
【市政情報課・関
係各課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3
電子市役所の推進
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】4

広聴（公聴）体制
の見直し
【市民相談室】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

検討 段階的実施（検証）
）

システム構築 実　施

検討（実施）

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

和光市セキュリティポリシーに基づく実施手順を作成し、情報セキュリティー対策
の循環サイクル（ＰＤＣＡ）の構築を目指す。

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年３月に策定した住民記録関連業務電算システムの情報セキュリティポリ
シー実施手順に基づき、各課でセキュリティ確保に努めている。また、１０月に
は、実施状況確認のためシステムを利用する全職員（非常勤職員等を含む）を対象
に自己点検を実施し、その集計結果を踏まえたフィードバックを各課に提供した。

平成２０年度から新システムが稼動す
るため、運用にあわせた実施手順の見
直しを図る。また、実施手順の適切な
履行を確認する。

H17 H18 H19 H20 H21

狭い土地や単独で利用できない土地を処分し、有効活用を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

狭い土地や今後利用予定のない土地に関して、平成２０年度の売払いを目標に不動
産鑑定等を行った。

平成１９年度に鑑定を行った土地を売
払い、有効活用を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

納税通知封筒、一般封筒、くらしのガイド、ガイドマップ等への広告掲載について
検討し、新たな財源を確保する。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

市ホームページに広告掲載を行い、新たな財源を確保した。（市政情報課）
引き続き、ホームページへの広告掲載
を行うとともに、他の媒体での実現可
能性について検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

支出基準や金額について見直しを図り、交際費を削減する。 検討
予算額40％削減
効果額(４年間)　 160千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に見直した支出基準及び金額に基づき、適切な運用を行った。
引き続き、見直した内容に基づいた運
用を行う。

 

実施年度／効果額

5

情報セキュリ
ティー対策に係る
実施サイクルの確
立
【市政情報課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

6

市普通財産の有効
活用及び処分
【総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

7

市出版物への広告
掲載等による新た
な財源確保
【財政課・関係各
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

１，２４０千円

【目標数値等】

【効果額】

４０千円

8

消防団長交際費の
見直し
【くらし安全課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

検討（実施）

検討（実施）

実　施

実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

多様な入札方法の研究及び品質確保の観点から工事成績評定制度の導入を行う。 　 検討 実施 検証

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

国が推進する「公共工事の品質確保の推進に関する法律」、「公共工事における総
合評価方式」を踏まえて、９月入札以降の工事について「工事成績評定」を試行的
に行った。

工事成績評定を６月から実施し、入札
業務に反映する。なお、データを蓄積
した上で、年間１件を目途として総合
評価方式による入札を執行していく。

H17 H18 H19 H20 H21

公共工事において設計から実施工事までの全過程でコストの縮減を図ることを目的
に計画を策定し、関係職員の意識改革を目指す。

試行 検証

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

前年度、モデル工事を設定し事業を推進することで職員にコスト意識が定着し、一
応の成果を得ることができた。また、事実上、公共工事の品質確保の促進に関する
法律の制定により、トータルコストの削減が期待できることとなった。

H17 H18 H19 H20 H21

国の動向や先進市における効果を検証し、本市における導入の可能性について積極
的に検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に施行された競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基
づく「公共サービス改革基本方針」の一部が改定されたことに伴い、情報収集に努
めた。また、先進市における動向を注視した。

引き続き、国が示す基準や先進市の取
組を見ながら、導入のメリットを見極
めることに努める。

H17 H18 H19 H20 H21

財政需要の時期とメリット・デメリットを総合的に勘案し、導入について研究・検
討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年度においては、当該制度の導入を必要とするほどの大規模な事業がな
く、発行ロットが確保できないと判断し、実施していない。

対象事業がないため、実施する予定は
ない。

 
実施年度／効果額

9

入札制度改革の推
進
【財政課・検査
室】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

10

公共工事コスト縮
減計画の策定及び
推進
【財政課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

11

市場化テスト導入
の検討
【政策課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

12

ミニ公募債導入の
検討
【財政課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

検討（実施）

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

住民税については、三位一体改革における新しい財政システムを考慮し、これらの
動向を踏まえながらシステムを構築する。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年度及び２０年度の税制改正に伴い２１年度から適用となる公的年金から
の特別徴収制度の導入を踏まえ、年金保険者と市町村との情報交換における電子申
請システムの説明会に参加し、検討を行った。

公的年金からの特別徴収制度の導入に
向けた電子システムの構築を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

固定資産税については、土地評価のために利用する地番図、航空写真および路線図
等のマイラーや紙の図面等のデジタル化及びＧＩＳの導入を検討し、システムを構
築する。

検討
計画
策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

これまでの紙、マイラー等の帳票類の課税資料について、ＧＩＳシステムで運用で
きるよう電子データ化する作業を実施した。

平成１９年度にデジタル化したデータ
をシステムに導入し、住基システムと
の連携を調整し運用を開始する。

H17 H18 H19 H20 H21

市税については、平成２１年度の目標収納率を９９．０％とする。
（平成１６年度　９８.１４％）

98.45 98.70 98.80 98.90 99.00

徴収率９９.０％

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

目標収納率を対前年度比０．３％増と定め、毎月の夜間電話催告、臨宅徴収、県と
の合同臨宅徴収、平成２０年１月には総務部管理職員による休日臨戸訪問催告を実
施した。また、前年度に引き続き、月２日の休日納税相談、月１日の夜間納税相談
を活用した来庁要請を行い、収納率の向上に取組んだ。
（結果９８．１３％　対平成１６年度比０．０１％減）

引き続き、平成２１年度の目標収納率
を９９．０％とし、目標達成に向け収
納率の向上を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

国民健康保険税については、平成２１年度の目標収納率を９０．０％とする。
（平成１６年度　８５.６４％）

86.94 87.64 88.34 89.04 90.00

徴収率９０.０％

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

目標収納率を対前年度比１．５％増と定め、毎月の夜間電話催告、臨宅徴収、県と
の合同臨宅徴収を実施した。また、前年度に引き続き、月２日の休日納税相談、月
１日の夜間納税相談、保険証更新時に未納者に対する来庁要請を行い、分納誓約履
行者への催告等による管理徹底を図り、収納率の向上に取組んだ。
（結果８７．１５％　対平成１６年度比１．５１％減）

引き続き、平成２１年度の目標収納率
を９０．０％とし、目標達成に向け収
納率の向上を図る。

実施年度／効果額

【目標数値等】

【効果額】
14

効率的課税システ
ムの構築（固定資
産税）
【課税課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

15

 

13

効率的課税システ
ムの構築（住民
税）
【課税課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

市税等の収納率の
向上（市税）
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】16

市税等の収納率の
向上（国民健康保
険税）
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

実施

実施

実　　　施

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

県（県税務職員短期派遣）から、指導及び支援等を得て滞納処分を推進する。ま
た、県の直接徴収により収納率向上を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

高額困難滞納者の市県民税の徴収について、県（特別徴収対策室）へ徴収移管を図
り、収納実績を上げた。また、滞納処分停止事務処理要領による滞納者の管理徹底
を図った。
（県への移管　１６４件　７６，０６８，９４３円）

引き続き、県からの指導、支援を得て
滞納処分を推進し、収納率の向上を図
る。

H17 H18 H19 H20 H21

市税等の確保及び収納率の向上のために、口座振替を推進する。
（平成１６年度　振替率　２７．５４％）

振替率３５.０％

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

前年度より振替率を向上させるため、ホームページや広報における周知、納付書や
催告書の発送時にお知らせを同封するなど、幅広く理解されるよう啓発に努めた。
（結果２７．７８％　対平成１６年度比０．２４％増）
（参考　コンビニ収納の普及率　２６．４３％）

引き続き、ホームページ、電光掲示
板、広報等で、幅広くＰＲを実施す
る。

H17 H18 H19 H20 H21

不動産差押後の進捗状況を見ながら公売対象物件の洗い出しを行い、公売実施を推
進する。また、滞納処分の前提として公売を視野に入れ、換価できる差押物件の選
定技術の向上を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

公売を前提として財産調査を進め、不動産５３件、債権１１９件の差押を実施し
た。結果としては、公売に至らず、自主納付、債権差押による滞納処分を実施し
た。
（平成１９年度公売実施件数　０件）

滞納処分の前提としての公売を視野
に、換価できる差押物件の選定技術の
向上に努める。

H17 H18 H19 H20 H21

金融機関との連携により、金融機関のＡＴＭ機やインターネットから市への納付を
可能とするマルチペイントネットワークシステムの導入を検討し、実施する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度までの結果に基づき、収納課業務だけでの実施についてはメリットが
少ないことから、他の方法との兼ね合いを再度検討、資料の収集に努めた。

先進地の事例を研究し、今後の導入方
法を模索する。

17

市税等の滞納処分
の推進及び市県民
税の徴収に係る埼
玉県との連携強化
【収納課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

７，４２８千円

 
実施年度／効果額

18
口座振替の推進
【収納課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

19

差押物件の公売実
施の推進
【収納課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

20

納税者等の利便性
の向上及び管理事
務効率化の推進
【収納課・会計
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

実　　　施

実　　　施

実　　　施

検　　討 実施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21
社会福祉法人へ補助金を交付し支援を行うことにより、平成１７年度及び平成１８
年度に各１施設の保育園開設を目指す。今後も、待機児の解消に努めるために施策
を推進する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年６月から、ハレルヤ保育園（定員６０名・民設民営）が運営を開始し
た。また、平成２０年４月開園に向け、（仮称）白子二丁目保育園（ゆめの木保育
園）の運営法人に対する支援を実施した。

平成２０年４月、ゆめの木保育園が開
園した。

H17 H18 H19 H20 H21

児童数の増加に対応するため、保育クラブを増設することで、待機児童の解消に努
める。

検討 実施 増設数　２施設

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年度より、南地域センター保育クラブを開設した。また、平成２０年度完
成予定の新倉・北原・白子の３クラブの建替えの準備を進めた。

３クラブの建替えを実施する。また、
選考基準の見直しを行う。

H17 H18 H19 H20 H21

各種公共料金のカード支払いが進んできていることを考慮し、乳児医療費について
も、医療施設の窓口でのカードによる決済の導入を検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年１０月診療分から、市内医療機関での窓口払いを廃止した。 継続して事業を実施する。

H17 H18 H19 H20 H21

老朽化が進んでいるプール棟については、市民プールの設置を含め、改修費用等に
ついて総合的に今後のあり方を検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

基本的な維持管理に努め、トイレの漏水等緊急的な修繕を実施した。 修繕計画に基づき、修繕を実施する。

実施年度／効果額

21

保育園入園待機児
童解消対策の推進
【こども福祉課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

 

【目標数値等】

【効果額】
22

保育クラブ入所待
機児童解消対策の
推進
【生涯学習課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

23

乳幼児医療費助成
制度の見直し検討
【こども福祉課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

24

総合児童センター
プール棟施設機能
の見直し検討
【こども福祉課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

実　　　施

検討（実施）

検討（実施）
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21
介護保険制度創設にあたり、寝たきり老人手当等の高齢者に対する手当を廃止し、
介護保険制度に取り込みを行ってきた。同時に本市においては在宅介護を重視した
施策を行ってきた。第３期介護保険事業においては、予防重視型システムへの転換
により要介護度の改善や重度化予防のための新予防給付の創設、特定高齢者等の生
活機能の維持、機能低下の早期対応策として地域支援事業の創設により、在宅介護
を重視することで介護保険事業に係る費用の抑制を図る。

計画
策定

計画
策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

居宅介護の限界点を高めるため、市独自の施策を整備し、在宅での生活の充実を
図ってきた。現計画期間では、居宅介護に相当する地域密着型サービスとして小規
模多機能型施設やグループホームの整備により、居宅介護率は８４％となってお
り、目標達成に近づいている。

小規模多機能型居宅介護及びグループ
ホーム等の適正運営及び整備を促進
し、居宅介護率の上昇を目指す。
（８５％以上）

H17 H18 H19 H20 H21
「医療制度構造改革」の中で、生活習慣病対策など予防医療が重要視されており、
保険者の役割を明確化し、被保険者・被扶養者に対する効果的・効率的な健診・保
健指導を義務付け、本格的な取組を展開するとしていることから、今後、組織体制
を含めた見直しを検討する。

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

各種健診（検診）事業に効率的に対応するため、保険医療課と保健センターの組織
統合について検討した。また、平成２０年度から始まる特定健診、特定保健指導の
実施に向けた準備を行った。

４月より健康支援課を新たに設置し
た。また、特定健診、特定保健指導を
実施していく。

H17 H18 H19 H20 H21

国における制度の動向等を注視し、事業の構築を進める。 効果額(４年間)　316千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に健康増進計画推進委員会を設置している。生活習慣実態調査等を実
施し、市民の意見を考慮し、平成２０年度末に報告書を作成するよう進めている。

健康増進計画により事業展開を図る。

H17 H18 H19 H20 H21

要綱に基づき実施している開発行為における行政指導について、条例を制定し実施
することで、より適正な開発指導に努める。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年７月からのまちづくり条例施行に伴い、４月から手続きの流れや協定基
準等の整備を行った。また、施行されてからは、適正な開発指導、住みやすいまち
づくりを推進することに努めている。

今後とも、まちづくり条例による適正
な開発指導、住みやすいまちづくりを
推進する。

 
実施年度／効果額

25

介護保険事業の見
直し
【長寿あんしん
課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

【実施年度】
【目標数値等】

【効果額】

26

国民健康保険法に
基づく健康保険事
業の推進
【健康支援課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

27

健康づくり事業の
推進
【健康支援課】
【△】

開発指導に関する
指導要綱の見直し
【建築課】
【終了】

28

【取組内容】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

実　　施

検討（実施）

検討・実施

検討 実　施

実施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

事務用品の見直し及び用途事務の改善を図ることで業務の効率化を目指す。 関係職員　0.5人→0.25人

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

事務用品の見直しを図ることで必要最小限の物品の払出しとすることに努めた。
引き続き、事務用品の払出しの内容を
検討し、最小限とする。また、平成２
１年度の廃止を目指す。

H17 H18 H19 H20 H21

公民館及び図書館の事業等について、市民のニーズや公民館運営審議会、図書館協
議会の意向を適切に反映した運営ができるように見直しを検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

審議会等に事業計画を諮問し、意見を反映した事業の実施に努めた。
引き続き、審議会等の意見を反映した
事業の実施に努める。

　

29

物品管理業務の見
直し
【会計課】
【○】

 
実施年度／効果額

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【目標数値等】

【効果額】

【効果額】
30

公民館、図書館運
営の見直し検討
【生涯学習課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

実　施

検討（実施）
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その他

取組事項（担当課） 効果額

事務事業の見直し
【議事課】

議会棟議場システム改修工事の監理業務委託について、実施設計施工者による随意契約を行うことで、当初
計画よりも低価格で発注することができた。

５１３千円37

32
市税の徴収対策
【収納課】

夜間電話催告（２回　４５１件）、夜間納税相談及び臨宅徴収（１０回　３３６件）、休日納税相談（２４
回　３２４件）、県との共同臨宅（２回　５９件）、総務部管理職による休日臨戸訪問（２３５件）

31
事務事業の推進
【人権文化課】

より一層の国際化推進を図るため、非常勤特別職として国際交流員を設置した。

35
事務事業の見直し
【教育総務課】

小中学校の管理運営費（消耗品２０千円、備品２８５千円）を節減した。 ３０５千円

８，２８２千円

　

平成１９年度取組状況

34
事務事業の見直し
【環境課】

公害関係業務委託費を削減した。 ３０４千円

33
歳入の確保
【スポーツ青少年
課】

市民ハイキング参加者から、事業参加費を徴収した。（参加費２，０００円×７２名） １４４千円

36
事務事業の見直し
【議事課】

「市議会のしおり」の作成において、サイズ、ページの変更、発注業務の見直しにより印刷費を削減した。
また、議会等カーテンのクリーニングを行う際には、従来の業者を変更することで、クリーニング代を削減
した。また、コピー機の借上げについては、庁内一括契約を行うこと及びコピー枚数を削減することで、経
費を節減した。

４６１千円
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

滞納者に対する電話による自主的納付の呼びかけ業務　不動産公売情報の配
布、広報宣伝業務　公売対象となる動産等の見積価格策定の鑑定、移送及び保管
業務　インターネットオークションによる入札関係業務
上記の業務に民間事業者を活用することを検討し、民間委託を推進する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

前年度までの検討結果に基づき、先進自治体の実績を検討しながら当市の状況を把
握し、その費用対効果の検討を行った。

先進地の事例を研究し、導入できる案
件から方法を模索する。

H17 H18 H19 H20 H21

乳幼児健康診査事業を民間業者に委託し、経費の節減を図る。 ２０％予算節減

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成２０年度からの医療制度改革に伴う特定健診が導入されることにより、市の健
診体制及び組織体制検討の必要性も考慮し、民間委託の検討実施にはいたっていな
い。

平成２０年度以降の保健センターにお
ける業務量、事業全般を考慮しつつ、
近隣自治体等の状況をみながら調査・
検討をしていく。

H17 H18 H19 H20 H21

保健センターに指定管理者制度の導入を調査・検討する。 　
　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成２０年度からの医療制度改革に伴う特定健診が導入されることにより、市の健
診体制及び組織体制検討の必要性も考慮し、民間委託の検討実施にはいたっていな
い。

平成２０年度の保健センターにおける
業務量、事業全般を考慮しつつ、近隣
自治体等の状況をみながら検討をして
いく。

H17 H18 H19 H20 H21

総合福祉会館（地域福祉センター）業務に指定管理者制度の導入、又は、業務委託
範囲の拡大を検討・実施する。

効果額(３年間)　36,000千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

業務委託の推進を図り、職員数を１名に削減した。また、施設維持管理費の節減に
努めた。

引き続き、経費削減に向け、継続的に
協議していく。

　

８　民間委託等の推進

実施年度／効果額

1

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

市税等の徴収に関
する民間への業務
委託の推進
【収納課】
【△】

2

健康診査事業にお
ける民間委託の推
進
【健康支援課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

保健センター業務
における民間委託
の推進
【健康支援課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

【目標数値等】

【効果額】

４１，３０１千円

4

総合福祉会館業務
における民間委託
の推進
【総合福祉会館】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

検討 実施

検　討 実　　施

検討（実施）

調査・検討
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

樹林公園清掃管理業務を公共的団体へ業務委託することで、委託経費の節減を図
る。

　 　 委託料５０％　程度の節減

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度より、業務委託先を変更することで経費節減に努めている。 引き続き、実施していく。

H17 H18 H19 H20 H21

学校給食業務について、市が直接運営している２校を民間委託する。 実施 実施 委託校数　９校→１１校

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

第二中の学校給食業務を委託した。これにより、市内小中学校全てが委託となっ
た。

引き続き、実施していく。

H17 H18 H19 H20 H21

スポーツ施設の管理に指定管理者制度の導入又は業務委託範囲の拡大を検討・実施
する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１９年５月にオープンした総合体育館については、指定管理者制度を導入し
た。平成１８年度に見直した運動場の管理運営については、現状の体制を継続し
た。

管理・運営実績を確認しながら、適正
な指定管理料で年度協定を締結してい
く。

H17 H18 H19 H20 H21

投票受付、開票、不在者投票（期日前投票）における業務委託を推進し、従事者中
の派遣スタッフの割合を段階的に増加させることにより人件費の抑制を図る。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

執行した４回の選挙において、前回に引き続き人材派遣の活用を図った。この結
果、各選挙における投開票事務の派遣スタッフの割合が約５割となった。

これ以上の派遣スタッフの活用は事務
に支障をきたす恐れもあるため、今後
の選挙においては、現行の割合を維持
していく。

 

実施年度／効果額

5

樹林公園清掃業務
における委託先の
変更
【都市整備課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

４，７９９千円

6

学校給食業務にお
ける民間委託の推
進
【学校教育課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

２８，０００千円

7

スポーツ施設にお
ける民間委託の推
進
【スポーツ青少年
課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

６，６４６千円

【目標数値等】

【効果額】

３５２千円

8

選挙事務における
業務委託の推進
【選挙管理委員
会】
【終了】

【実施年度】

実　　施検　討

実　施

実　　施
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その他

取組事項（担当課） 効果額

10
指定管理者制度の
導入【人権文化
課】

平成１８年度から、市民文化センターに指定管理者制度を導入した。 ８，７１４千円

業務委託の見直し
【政策課】

従来から業務委託していた行政評価制度における運用支援業務について、ある程度職員のスキルアップが図
れたことから、業務委託を行わず職員による運用に切り替えた。

１，８９０千円

平成１９年度取組状況

9

11
業務委託の見直し
【産業支援課】

勤労福祉センターにおける業務委託について、発注方法等を見直し経費を節減した。 １，５１０千円
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

定員適正化計画を新たに策定し、計画的な定員管理を図る。
計画
策定

１４人削減

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

定員適正化計画に基づいた定員管理を行った。
平成２０年４月１日付採用者として、２３名を決定した。
（対平成１６年度末職員数 11人削減×平成１９年度平均年額給与 6,646千円）

引き続き、計画に基づいた定員管理を
行っていく。

H17 H18 H19 H20 H21

一定の期間に終了が見込まれる業務、業務量の増加が見込まれる業務について、柔
軟な任用・勤務形態とする「任期付職員」の導入を検討するとともに、専門的な資
格、実務経験等のある「民間人材の活用」を推進する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

前年度に引き続き、３名の任期付職員を採用している。また、専門的知識経験を有
する１４名（１２業務）の民間人材を非常勤特別職として任用した。

専門的知識経験を必要とする行政分野
において、民間人材の活用を推進する
ため、１０名（１０業務）の非常勤特
別職を任用する。

H17 H18 H19 H20 H21

公務の能率的運営の確保と職員の新陳代謝及び人事の刷新の観点から対象者の範囲
及び優遇措置等制度を改正を行う。

改正

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に制度を改正した内容を基に、組織の活性化及び人事の刷新を図るた
め、５０歳以上の職員全員を対象に退職勧奨を実施した。

引き続き、勧奨退職を実施する。

　
その他

取組事項（担当課） 効果額

人件費削減
【職員課】

簡素で効率的な組織運営を目指し、副市長を設置しないこととした。 １２，７０１千円

　

９　職員の定員管理の適正化

実施年度／効果額

1

職員の定員削減
【政策課・職員
課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

７３，１０６千円

2

地方分権改革に対
応した多様な雇用
形態の整備と活用
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

退職勧奨制度の見
直し
【職員課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１９年度取組状況

4

実　　施

民間人材の活用の推進

任期付職員の検討（実施）

実　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

附属機関の委員に対する報酬及び費用弁償の金額の妥当性と今後の方向性について
検討するとともに、附属機関以外の要綱等で設置されている各種審議組織の委員に
対する謝礼等の支給基準についても見直しを行う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１８年度に改正した内容に基づき、報酬、費用弁償及び謝礼を改正した。
引き続き、改正した内容に基づき実施
する。

H17 H18 H19 H20 H21

国及び埼玉県の人事院勧告等に準拠した給与システムを構築する。（給料表の見直
し、地域手当の導入、新たな昇給制度）

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

給与構造改革の実施にあたり、平成１９年４月１日に国に準拠した給料表への切り
替えを行った。なお、地域手当については国の指定基準に基づき６％から１２％と
し、平成２２年度までに段階的に引き上げを行う。また、扶養手当額及び勤勉手当
支給率を改正した。

平成２０年度の地域手当については、
９％とする。

H17 H18 H19 H20 H21

市及び職員互助組織がそれぞれ行っている福利厚生事業について見直しを実施す
る。

効果額(４年間)　25,200千円

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

市が行うべき福利厚生事業を職員互助会の福利厚生事業に委託するとともに、職員
互助会への福利厚生事業に対する補助額を見直した。

互助会への補助金額を６００万円とす
る。

　
その他

取組事項（担当課） 効果額平成１９年度取組状況

　

【目標数値等】

3

職員福利厚生事業
の見直し
【職員課】
【○】

【取組内容】

5
人件費削減
【職員課】

特殊勤務手当を見直し、廃止・削減した。 ２，００４千円

6
報酬の適正化
【職員課】

市議会議員の報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額等について、特別職報酬等審議会を開催
し、見直しの検討を行った。

2

給与構造改革に伴
う新たな給与シス
テムの構築
【職員課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【効果額】

１０　職員給与等の適正化

実施年度／効果額

1

附属機関等の委員
報酬等の見直し
【政策課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

５，３８３千円

【実施年度】
【目標数値等】

【効果額】

２，０００千円

7
費用弁償の削減
【議事課】

市議会議員の費用弁償の見直しにより、会議出席日額費用弁償の制度を廃止した。 ２，６８８千円

4
委員謝礼の削減
【人権文化課】

国際化推進懇話会委員謝礼を削減した。 ５２千円

検討・実施

検　討

導　入

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

職員の士気を高めつつ、能率的な人事管理を推進するため、職員の勤務成績が適切
に反映される評価制度（評価システム）を導入する。

検討

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

第二次評価制度研究会において、平成１８年度試行実施の結果を検証し、第二次試
行に関する実施要領を作成した。なお、第二次試行では管理職員を対象とし、平成
２０年６月賞与に反映させることとした。

試行実施の結果を検証し、評価対象者
を管理職以外の職員まで広げ、第三次
試行を行う。

H17 H18 H19 H20 H21

職員の持つ能力を最大限に引き出していくための人事制度と連携した「研修制度」
の運営を行う。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

研修体系の職場研修及び自主研修に着目し、「職場研修の充実」と「自己啓発の強
化」を重点目標に掲げて研修を実施した。具体的には、職場研修の充実の一環とし
てＯＪＴ指導者説明会の実施、自己啓発の促進として市事業へのボランティアを実
施した。

人材育成基本方針に即した研修体系へ
の見直しを行い、人事制度及び職場づ
くりと連携した研修制度を運営する。

H17 H18 H19 H20 H21

市が求める職員像を定め、職員の能力開発を効果的に推進するために基本方針を策
定し、人材育成制度の整備を図る。

策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

平成１７年度に策定した人材育成基本方針の適切な運用を図るため、３本柱である
「人事制度」については、職員評価制度を試行的に実施した。「研修制度」は、人
材育成を基盤に研修計画を立て実施した。「職場づくり」では、行政会議を通じて
制度活用の促進を併せて働きやすい職場環境の推進に努めた。

人材育成基本方針に即した人材育成を
行うため3本柱について試行を交えな
がら、総合的に検討し、実践する。

　

１１　人材育成

実施年度／効果額

1

職員評価制度の導
入
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

地方分権改革に対
応した職員研修体
系の整備
【職員課】
【○】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

3

人材育成基本方針
の策定
【職員課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

試行実施

検証・実施

実　　　施

実　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

法人の設立目的の実現に向けて市民に支持され、より自立した法人となるよう指
導、助言を行うことで、効率的な運営の構築を目指す。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

市内小中学校の給食業務が全部委託となったことで、出資法人である学校給食協会
の機能の強化を図り、効率的な運営を行った。

引き続き、健全な運営を行うよう指
導、助言を行う。

　

１２　市の出資法人等の改革

実施年度／効果額

1

市出資法人の自立
支援の推進
【総務課】
【△】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

　

　

　

実　　　施
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取組事項（担当課） 取組内容／平成１９年度取組状況 目標数値等／平成20年度取組内容

H17 H18 H19 H20 H21

県水の料金改定及び消費税率の引き上げの動向を注視し見直しを検討する。

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

県水が平成２２年度まで現行料金を据え置くとの決定を受け、平成２０年度から２
２年度までの中期経営計画を策定し、この中で、水道料金の改定については、この
期間中、現行料金体系を維持できるものと試算した。

原油価格の高騰などの給水原価の上昇
要因や社会動向を注視し、適正な料金
体系を検討する。

H17 H18 H19 H20 H21

南浄水場施設更新計画に基づき順次整備を実施する。
計画
策定

　

【平成１９年度取組状況】 【平成２０年度取組内容】

南浄水場施設更新計画に基づき、監視制御設備等の更新を実施した。
南浄水場施設更新計画に基づき、監視
制御整備及び制御電源設備等の更新を
実施する。

　

その他 　

取組事項（担当課） 効果額

１３　水道事業の改革

実施年度／効果額

1

水道料金等の見直
し検討
【業務課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

2

水道施設の更新等
に係る計画書の策
定
【施設課】
【終了】

【取組内容】
【実施年度】

【目標数値等】

【効果額】

平成１９年度取組状況

3
計画的行政運営
【業務課】

水道事業について、平成２０年度から平成２２年度までを計画期間とする中期経営計画を策定した。

検討（実施）

実　　施
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　　　　目標指標　

１４　集中改革プラン財政健全化目標

　　弾力性のある財政構造の確立

　　　　　　　　　　　　　　　　（　　７６．８　　％　臨時財政対策債等を経常一般財源に加えない場合）

　　　　　経常収支比率　　毎年度８０％以下　（臨時財政対策債等を含む。）

　　　　→平成１９年度経常収支比率　　７３．４　　％

　　後年度の財政負担の適正化
　　　　目標指標
　　　　　平成２１年度末市債等残高（市債・企業債・債務負担行為の総額）
　　　　　目標額　　２３０億円以内（平成１７年度末市債等残高見込額２４１億円から１１億円以上の減少）

　　　　→平成１９年度末市債等残高　２４０億４，２６８万円

　　基金の適正な管理
　　　　目標指標
　　　　　①　毎年度末の財政調整基金残高　　１３億円以上
　　　　　②　事業費３０億円以上の投資的事業（土地区画整理事業などの長期にわたる事業を除く。）は、その特定の目的
　　　　　　のための基金を設置し、計画的に積立を行うこと

　　　　→平成１９年度末財政調整基金現在高　　６億８，８４４万円
　　　　→基金の新設

　

　　　　　　・公共施設整備基金　　４億５，１９２万円
　　　　　　・都市基盤整備基金　　６億０，２４４万円
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補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 結果

補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 平成１９年度取組状況 現在の補助金額 差額

平成１８年度に補助金単価の見直しを行った。

　

10,000千円 8,400千円

4

コミュニティ協議
会補助金
【市民活動推進
課】

1,000千円 補助金額を削減した。

3

リサイクル活動推
進費補助金
【資源リサイクル
課】

2
犬猫の去勢・不妊
手術費補助金
【環境課】

10,000千円

600千円

ゴミ抑制の方策として、今後の方向
性を検討中

18,400千円

小口融資保証料補
助
【産業支援課】

1
職員互助会補助金
【職員課】

２　抑制とする補助金（１０％削減）

2 200千円 平成１８年度より新規補助を廃止した。

100千円

8,000千円 2,000千円

500千円

平成１８年度に補助対象を飼い猫に限定し、補助金の抑制を図っ
た。しかし、野良猫の増加に歯止めがかからないため、平成２０年
度より補助対象に野良猫を追加する改正を行った。今後、市内の野
良猫が減少した段階で、補助金の削減を検討する。

市が行うべき福利厚生活動を職員互助会に委託し、福利厚生事業費
に対する補助額を見直した。なお、２０年度は、６００万円とす
る。

3

ふれあい通所サー
ビス事業補助金
【長寿あんしん
課】

4,190千円 平成１８年度から廃止した。

平成１９年度行政改革取組結果等一覧（集中改革プラン補助金見直し）

１　廃止とする補助金

平成１８年度から廃止した。1
市民文化センター
自主事業補助金
【人権文化課】

30,000千円
平成１８年度から委託料（指定管理
料）へ変更

平成１８年度融資分から廃止

平成１８年度から廃止

福利厚生活動全体の見直し

猫のみ継続し、サンセット方式を導
入

団体の事務事業の見直し 700千円 300千円
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補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 平成１９年度取組状況 現在の補助金額 差額

3,816千円 184千円

11
小・中学校校長会
補助金
【学校教育課】

12
林間学校等参加費
補助金（小）
【学校教育課】

4,000千円
平成１８年度より、補助金額について、バス１台あたり50,000円、
児童一人あたり5,000円としていた基準を統合し、児童一人あたり
6,000円とすることで補助金の節減を図った。

3,000千円
補助金額を４０万円に見直し、補助以外の方法として負担金として
支出することとした。

16,310千円 7,045千円

10,503千円 1,675千円

400千円 2,600千円

10
幼稚園児保護者補
助金（入園料）
【教育総務課】

12,178千円
当市は、都心に近く交通の利便性が高いことから若い世代も多く、
子育て支援を積極的に進めるべき状況であるため、現状を維持して
いくという方向性を平成１８年度に定めた。

9
福祉作業所「さつ
き苑」運営補助金
【社会福祉課】

23,355千円
障害者自立支援法の施行に伴い、施設の新体系への移行を検討す
る。

4,835千円 △106千円

7
社会福祉協議会事
務局運営補助金
【社会福祉課】

8
ふれあいショップ｢
テルベ｣運営補助金
【社会福祉課】

4,729千円
運営のあり方を見直し、効率的・合理的な経営ができるよう検討を
進める。

45,306千円

社会福祉協議会の地域福祉活動計画の遂行にあたり、社会福祉協議
会と地域に密着して活動している民生委員・児童委員との連携が密
になること及び地域コミュニティのより一層の形成を図るため、平
成２０年度から社会福祉協議会が民生委員・児童委員の事務を行う
こととした。

6
身体障害者福祉会
補助金
【社会福祉課】

165千円
障害者団体と協議した結果、平成２０年度より補助金額を５％削減
することとした。

チャレンジドプランの進行に合わせ
た見直し

組織の合理化を図り、補助の廃止を
含め検討

0円

58,689千円 △13,383千円

165千円 0円

チャレンジドプランの進行に合わせ
た見直し

　

5
心身障害児(者)を
守る会補助金
【社会福祉課】

110千円
障害者団体と協議した結果、平成２０年度より補助金額を５％削減
することとした。

110千円

組織の合理化を図り、補助の廃止を
含め検討

組織の合理化を図り、補助の廃止を
含め検討

他市状況を把握し、支給基準見直し

一部補助金以外を検討

バス代と参加者補助を統合し抑制
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補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 平成１９年度取組状況 現在の補助金額 差額

補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 平成１９年度取組状況 現在の補助金額 差額

100千円
対象団体が１団体増加したため、補助金額が増加した。今後、その
適正金額について継続して見直しを行っていく。

サンセット方式の導入

事業型補助へ移行

2
生け垣設置補助金
【環境課】

480千円

3

生ゴミ処理機購入
費補助金
【資源リサイクル
課】

400千円

制度の周知・活用を検討

ゴミ抑制の方策として、今後の方向
性を検討中

グループという枠にとらわれず、個人による自主研修も支援の対象
とし、補助金による支援を廃止した。

０円 250千円

1,000千円 △600千円
生ごみの減量に一定の理解と補助の効果が認められたことから、平
成１８年度より、補助金総額を増やした。

平成１８年度に補助の交付用件を見直し、利用件数の増大を図っ
た。平成１９年度は、制度があまり周知されていないため、広報わ
こう、ホームページで制度を周知した。

14
体育協会補助金
【スポーツ青少年
課】

480千円 0円

2,450千円 0円

３　内容等の見直しをする補助金

1
自主研修グループ
補助金
【職員課】

250千円

2,450千円 継続検討

3,250千円
平成１８年度より、補助金額について、バス１台あたり50,000円、
生徒一人あたり5,000円としていた基準を統合し、生徒一人あたり
6,000円とすることで補助金の節減を図った。

バス代と参加者補助を統合し抑制

事業の活性化、自立のための方向性
を検討

特色を持たせた研修内容を検討

　

2,688千円 562千円13
林間学校等参加費
補助金（中）
【学校教育課】

120千円 △20千円

5

自治会連合会補助
金
【市民活動推進
課】

270千円
補助の内容を事業型補助へ改正した。また、３年間のサンセット方
式とした。

1,185千円 915千円

4

環境にやさしいま
ちづくり市民団体
補助金【資源リサ
イクル課】
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補助金名（担当課） 見直しの方向性 補助金額 平成１９年度取組状況 現在の補助金額 差額

制度の推進及び充実

13
老人クラブ補助金
【長寿あんしん
課】

0千円 71千円

1,290千円 265千円

14

公共事業施行に伴
う移転資金利子補
給
【都市整備課】

71千円 特になし。

1,555千円
会員数等を基本とした団体補助型から、補助対象事業の経費を補助
する事業補助型へと見直しを行い、事業運営の適正化を図った。

県補助との整合、事業の見直し

300千円 33千円

200千円
農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想を策定し、地域の
担い手となる認定農業者を育成する支援策として今後の動向を検討
した。

150千円 50千円

150千円 30千円180千円 農業振興に関する事業の見直しを検討した。

333千円
会員数等を基本とした団体補助型から、補助対象事業の経費を補助
する事業補助型へと見直しを行い、事業運営の適正化を図った。

12

老人クラブ連合会
補助金
【長寿あんしん
課】

10
農業近代化資金利
子補給補助金
【産業支援課】

11
都市農業推進協議
会補助金
【産業支援課】

0千円 180千円

8
自治会補助金
【市民活動推進
課】

9
生活改善クラブ補
助金
【産業支援課】

180千円 平成１８年度に制度を廃止した。

9,104千円 実態調査を行い、見直しの検討をした。

7

市民活動支援事業
補助金
【市民活動推進
課】

1,000千円
平成１７年度に要綱を改正し、申請回数の制限、審査制度の導入な
どの見直しを行った。

継続申請等の制限措置

9,104千円 0円事業型補助へ移行

250千円 12,060千円

　1,600千円 △600千円

6

ふれあい設備整備
費補助金
【市民活動推進
課】

12,310千円

　

平成１８年度に要綱を改正し、再助成の制限を変更した。継続申請等の制限措置

サンセット方式の導入

法律を精査し、平成１７年度中に方
向性を決定

執行方法の見直し

県補助との整合、事業の見直し
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